（参考様式６）


神戸市介護予防訪問サービス・生活支援訪問サービス・介護予防通所サービス事業者の指定に関する要綱第４条各号の規定に該当しない旨の誓約書　　　　　（神戸市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者用）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
   神戸市長　あて　
	申請者
	法人の所在地
	

	
	法人の名称
	

	
	代表者の職名・氏名
	
	

	
	代表者の生年月日
	大正・昭和・平成　　　　　　年　　月　　日

	
	代表者の住所
	


申請者は、神戸市介護予防訪問サービス・生活支援訪問サービス・介護予防通所サービス事業者の指定に関する要綱第４条各号の規定を確認し、内容を理解した上で当該規定に該当しないことを誓約します。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（神戸市介護予防訪問サービス・生活支援訪問サービス・介護予防通所サービス事業者の指定に関する要綱第４条）

第４条　法第115 条の45の５第１項の申請者は法人であるものとし、次の各号のいずれかに該当するときは、市長は法第115条の45の３第１項の指定をしてはならない。
１　暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。第14条、第53条及び第63条において同じ。）が当該法人の事業活動を支配するものであるとき。
２　申請者（当該申請に係る法人の役員等を含む。次号から第５号まで及び第８号から第11号において同じ。）が、禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
３　申請者が、法又は介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「政令」という。）第35条の２各号に掲げる法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
４　申請者が、政令第35条の３各号に掲げる労働に関する法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
５　申請者が、保険料等（法第70条第２項第５号の３の保険料等をいう。以下この号において同じ。）について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。
６　申請者が、法第115条の45の９の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該指定の取消しの処分に係る行政手続法(平成５年法律第88号)第15条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものを除く。
７　申請者が、法第115条の45の９の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に省令第140条の62の３第２項第４号の規定による介護予防・日常生活支援総合事業指定事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
８　申請者が、第115条の45の７第1項の規定による検査が行われた日（以下この条において「検査日」という。）から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第115条の45の９第１項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として検査日から起算して60日以内の特定の日に市長が当該申請者に当該検査が行われた日から10日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第140条の62の３第２項第４号の規定による介護予防・日常生活支援総合事業指定事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。

９　前号に規定する期間内に省令第140条の62の３第２項第４号の規定による介護予防・日常生活支援総合事業指定事業の廃止の届出があった場合において、申請者が前号の通知の日前60日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
10　申請者が、当該申請前５年以内に法第23条に規定する居宅サービス等又は介護予防・日常生活支援総合事業指定事業に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。



